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研究成果の概要（和文）：花崗岩などを基盤岩とする山地における降雨による土石流に対して、山地小流域単位
でのリアルタイムハザードマップの評価基準を作成するため、国内の複数災害の土砂移動分布図を作成し、土石
流到達率と流域地形量・雨量指標値との関係の定式化を試みた。この評価基準は、国内各地のデータ比較から、
湿潤温暖な西南日本（四国南部・九州）と寒冷な東北北部から北海道地方を除く花崗岩地域（花崗閃緑岩等を除
く）にある程度適用できる可能性があることがわかった。

研究成果の概要（英文）：To set evaluation standards for each mountainous small-basin in a real-time 
hazard map for debris-flow caused by heavy rainfall on granite slopes in Japan, we developed some 
trace maps of sediment movements by air photo interpretation and formulated the relationships 
between the arrival ratio of debris flow to the basin outlet, the geomorphologic quantity of basins 
and the rainfall index. The evaluation standards can be potentially applicable to granite slopes 
(excluding granodiorite, etc.) in Japan excluding in the humid and warm southwestern Japan and in 
the cold northeastern Japan by the comparison in various parts of Japan. 
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　土砂災害の減災のために土石流の発生場所や発生時刻の予測は重要である。多くの場所に適用可能な統計則を
確立するためには、複数災害の土砂移動分布図に基づく比較研究が不可欠である。本研究は、この図を約10年整
備・蓄積してきた研究代表者の所属する防災科学技術研究所ならではの研究であると考えられる。また、地形量
と雨量をパラメータとして大量のデータを元に確率的に土石流到達を評価できた点は斬新であると考えられる。
ただし、地質（地盤）・気候・植生などの要因を含めた確率的評価には至っておらず今後の課題として残った。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 我が国では毎年のように豪雨を誘因とする土石流によって多くの人命や財産が犠牲となって
おり、土砂災害の減災のために土石流の発生場所や発生時刻、流下範囲等の予測が強く求められ
ている。しかし、土石流、斜面崩壊、地すべり等の斜面変動の発生場所や発生時刻を正確に予測
することは、各種地盤センサーを設置して継続観測を実施している個々の斜面を除けば、現状で
は困難である。その最大の原因は、山地斜面の地盤は極めて不均質であるためと考えられる。全
ての斜面を調査して地盤物性を入手することは事実上不可能である。そのため、初期条件となる
地盤条件が不正確なものとなり、力学的な数値計算などの演繹的手法では、得られた予測結果の
信頼性は当然ながら低くなると考えられる。 
そのため、国や自治体は、帰納的・経験的手法に基づき、簡単に計測できる地形量や降雨指標
を用いて斜面変動に伴う土砂災害の危険度予測を行なっている。土石流の発生場所に関しては、
「土石流の恐れのある渓流において土地の勾配が 2°以上の区域」を土砂災害警戒区域として指
定しており、地形量が判断基準の１つとして用いられている。課題としては、地質などを考慮し
た危険度によりランク分けされていないことや土砂災害警戒区域外でも土砂災害が発生してい
ることなどが挙げられる。一方、土石流等による土砂災害の発生時刻に関しては、過去の災害事
例を考慮した 5kmメッシュ単位の土砂災害警戒情報が避難勧告等の発令や住民の自主避難に利
用されており、その発表・解除基準の設定のために土砂災害警戒避難基準雨量が用いられている。
課題としては、災害事例が少ない地域では基準雨量の信頼性は低くなることや、メッシュ内の地
形・地質の差異による危険度を評価できていないことなどが考えられる。 
以上より、土石流等による土砂災害の減災のためには、あらゆる場所に適用可能かつ精度の高
い斜面変動の場所・時間予測の定量的・実用的な基本法則が確立されるべきである。そのために
は、次節で述べるように、大量の災害履歴データを用いた統計解析が有効かつ現状で最も不足し
ているアプローチであると考えられる。 
 
２．研究の目的 
本研究では、過去の斜面変動を素因（ここでは地形・地質）や誘因（ここでは降雨）ごとに定
量的に整理して、それぞれの素因や誘因が組み合わさった場合の斜面変動の発生確率を評価す
ることを目的とする。具体的には、花崗岩類を基盤岩とする山地において、降雨による土石流に
対して、複数災害の土砂移動分布図を用い、山地小流域を単位として、雨量・地形量・地質と土
石流到達の有無との関係を統計的手法により明らかにすることを目指す。すわなち、山地小流域
単位でのリアルタイムハザードマップの評価基準を作成することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、土砂災害が発生しやす
く、かつデータが最も集めやすいこと
から、花崗岩類の山地を主な対象とす
る。調査地は広島県を中心にいくつか
の地域の多発型の土石流災害地であ
る。まず、空中写真や衛星画像を目視判
読して、土石流や斜面崩壊などによる
斜面変動の発生源・流走域・堆積域が記
載された土砂移動分布図を作成した。
そして、この図を使用して、約 5 km2以
下の小流域単位で、流域末端への土石流到達（図 1）の確率やその閾値を統計的に明らかにした。
解析に使用するパラメータである雨量指標は気象庁解析雨量を、流域地形量（流域面積・流域起
伏比（勾配））は 10mDEM をそれぞれ使用して算出した。雨量指標については、各積算雨量，各実
効雨量，土壌雨量指数，R’値（中井ほか，2004）から最適な指標を探す。その他、現地土層調
査により地域間での地質や土質の差異を確かめた。 
 
４．研究成果 
 土砂移動分布図は、2018 年西日本豪雨（高知南西部）、2019 年丸森災害、2020 年熊本県西部
災害、岐阜県北部災害、2021 年 8月広島豪雨について新たに作成し、作成済みの 1999 年・2014
年広島豪雨、2009 年防府豪雨などの土砂移動分布図とともに解析に供した。土砂移動分布図の
一例として、2019 年丸森災害を図 2 に示す（若月ほか、2020（主要災害調査））。土砂移動範囲
が赤色で示されており、多数の土石流や崩壊が発生し、土砂は下流域の平地まで流されたことが
わかる。 
 雨量指標のうち、実効雨量については、従来手法では入力の時間間隔に影響を受け、そのため
降雨パターンによる影響を受けるため、この影響を最小化する計算手法を新たに開発した。これ

図 1. 土石流のタイプ分け．Type I が土石流到達で、
Type II と III が土石流非到達． 



により、微少間隔で計算した場合に比べて 1時
間ごとに計算した場合に直近 1 時間に最大約
50%存在していた過大評価と降雨パターンによ
る影響が解消された。R’値はこの方法による
実効雨量を使って計算した。 
解析の一例として（若月ほか､2020（地すべ
り学会）と準備中論文）、広島市とその周辺の
花崗岩地域の 3災害（1999 年，2014 年，2018
年）における土砂移動形態ごとの流域面積と起
伏比の関係を図 3上に示す。明瞭ではないが，
土石流が流域出口に到達した Type I が相対的
に図の右上側にプロットされており、地形量の
パラメータが土石流の流下に影響しているこ
とを示している。図 3 下には、Type I の割合
を示す土石流到達率を示す。土石流到達率につ
いても、図の右上側ほど値が大きくなる傾向が
ある。図 3下を用いると、地形的閾値として土
石流到達率の 0.5%閾値(b1)、5%閾値(b3)、20%
閾値(b2)を設定することができる。各 b値は、
流域面積と起伏比の関数として表現でき、さら
に雨量によって変化している。広島の 3災害における、0.5%閾値と各種雨量指標の分布範囲の比
較から、7 時間積算雨量、半減期 7 時間実効雨量、R’値の 3 つが土石流の流下を最適に表現す
る雨量指標であると推定された。図 4 に 5%閾値(b3)、20%閾値(b2)の例を示すように、これらの
雨量指標値と各 b 値は線形関数として表現できる。以上より、土石流到達率の各閾値を地形量
（流域面積と起伏比）と雨量指標値（7 時間積算雨量、半減期 7 時間実効雨量、R’値のいずれ
か）の関数として表現することが可能となった。 
 次に、上記の各閾値は、熊本、福岡、防府、広島、岩国、南木曾、北茨城、丸森、日高におけ
る b1値と雨量指標値の比較から、湿潤温暖な西南日本（四国南部・九州）と寒冷な東北北部から
北海道地方を除く花崗岩地域（花崗閃緑岩等を除く）にある程度適用できる可能性があることが
わかった。また、地質によって閾値が大きく異なること、西南日本は土層が厚い傾向があり崩壊
には大きな雨量が必要であることなどが各地のデータから明らかになった。 
 今後、閾値関数に気候と植生のパラメータを追加し、花崗閃緑岩など地質ごとに定量化してい
く必要があるが、そのためにはさらなるデータ収集が必要であろう。また、斜面変動の免疫性の
影響を考慮する必要がある。 

図 2. 土砂移動分布図（2019 年丸森災害）． 
 

図 3. 広島市とその
周辺の 1999 年，
2014 年，2018 年災
害における、（上）土
砂移動形態ごとの
流域面積と起伏比
の関係，流域面積と
土石流到達率の関
係，及び土石流到達
閾値(0.5%閾値、b1)
（下）土石流到達率
と 20%閾値(b2)及び
5%閾値(b3)。 

図 4. 広島市とそ
の周辺の 1999 年，
2014 年，2018 年災
害における雨量指
標値と b 値（地形
指数）との関係。 
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2021年8月11～15日の広島県広島市の土砂災害における衛星画像からの斜面変動範囲の推定 
https://mizu.bosai.go.jp/key/2021Hiroshima 
2021年8月13～15日の長野県岡谷市の土砂災害における衛星画像からの斜面変動範囲の推定 
https://mizu.bosai.go.jp/key/2021Okaya 
2021年8月9～10日の青森県下北半島の土砂災害における衛星画像からの斜面変動範囲の推定 
https://mizu.bosai.go.jp/key/2021Aomori 
令和２年７月豪雨に関する防災科研クライシスレスポンスサイト(斜面変動範囲図→熊本県西部) 
http://crs.bosai.go.jp/DynamicCRS/index.html?appid=eb80ae7c6baa4754914c1b8310be9c4c 
令和２年７月豪雨に関する防災科研クライシスレスポンスサイト(斜面変動範囲図→岐阜県北部) 
http://crs.bosai.go.jp/DynamicCRS/index.html?appid=eb80ae7c6baa4754914c1b8310be9c4c 
2020年7月3～4日熊本県西部の土砂災害における衛星画像からの斜面変動範囲抽出の試み 
https://mizu.bosai.go.jp/key/2020Kumamoto 
2020年7月7～8日岐阜県北部の土砂災害における衛星画像からの斜面変動範囲抽出の試み 
https://mizu.bosai.go.jp/key/2020Gifu 
2019（令和元）年10月12～13日台風19号による斜面変動調査報告 
http://mizu.bosai.go.jp/key/2019MiyagiIwate 
令和元年台風19号に関するクライシスレスポンスサイト(土砂災害発生状況→丸森地区 土砂移動分布図) 
http://crs.bosai.go.jp/DynamicCRS/index.html?appid=9424c7b32d784b60a9b70d59ff32ac96
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